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使用頻度が低く、
管理の難易度が高い機能

ワーク③空間（機能）について、『使用頻度』と
『管理の難易度』の軸で優先順位を考えよう

18

使用頻度 使い方の自由度

① 各機能（空間）のカードが『使用頻度』と『管理の難易度』の
軸のどこに位置するか評価しましょう。

② “使用頻度が低い”や“管理の難易度が高い”空間（機能）に
ついて、整備の優先順位を考えましょう。

低い 高い

低い

高い

広場

大きな軒

ｺﾐｭﾆﾃｨ
ｽﾍﾟｰｽ

会議室

管
理
の
難
易
度
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【主な意見】 

テーマ① 「空間（機能）」の「使い方」を具体化しよう 

新しいコミュニティ施設の空間（機能）で“だれが”、“どのような頻度で”、“どんなこと

をしたいか”、具体的な意見を出し合いました。 

 空間（機能） 何のために 誰が どのような頻度で 

屋 

外 

・屋外広場 

・倉庫、ガレージ 

・防災機器/倉庫 

・祭り/イベント 

・子どもの遊び・交流 

・犬の遊び場 

・小休憩/軽い運動 

・フリマ/朝市/マルシェ 

・農機具レンタル 

・子ども 

・シニア世代 

・地域住民 

・ペット 

・農業者 

【日常】 

・週 2～3 回くらい 

【イベント】 

・月 1 回くらい 

【祭り】 

・年 1～2 回くらい 

 

・屋外で健康遊具が

あれば筋トレ器具

はいらないのでは 

・可動式間仕切壁 

半 

屋 

外 

・大型の軒 

・大きなコミュニ

ティスペース 

・身体を動かせる 

広いスペース 

・ヨガ、フィットネス 

・住民同士の飲食/交流 

・麻雀/将棋大会 

・大きな音の出る活動 

・子どもの遊び・交流 

・子ども 

・シニア世代 

・地域住民 

・地域団体 

屋 

内 

・小さい部屋 

・防音のよい部屋 

・炊事場 

・会議や講座/生涯学習 

・大きな音の出る活動 

・軽食づくり/イベント/災

害時の炊き出し 

・子ども 

・シニア世代 

・地域住民 

・地域団体 

【会合】 

・年 5～6 回くらい 

 

・祭り、会合、災害時

の避難所として炊

事場は必要 

 

テーマ② 管理運営の方法について考えよう 

新しいコミュニティ施設の管理運営について“どんな方法・工夫があるか”、意見を出

し合いました。 

カギ 

 パスワード/暗証番号 

 キーボックス 

 指紋/スマホ認証 

 誰でも開錠できると良いが、子どもだけの利用は危ない 

ルール 

づくり 

 管理者はリスクを負う（施設内でのケガ/防犯） 

 誰もがすべて自由に使えるのは違うのでは（利用する人でルールを話し合う） 

掃除 

 使ったあとは、使用者/グループが必ず掃除する 

 年 1 回はみんなで大掃除 

 掃除しやすい/掃除の手間があまりかからない施設設計 

その他 

 村の人の仕事（有料）にする 

 アプリ活用（開錠/予約/利用のハードルが下がる） 

 鍵の必要ないオープンスペースを広くする 
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テーマ③ 「機能」と「管理運営」の視点から、必要機能の優先順位を考えよう 

検討テーマ①②を踏まえ、“使い方の自由度が低い/使用頻度が低い”や“管理の難易

度が高い”空間（機能）の整備の優先順位について意見を出し合いました。 
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【当日の様子】 
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【ニューズレター】 

ワークショップの内容をとりまとめ、以下のニューズレターを作成し、各住戸に配布しました。 
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第３回ワークショップ 

【当日の進行資料】 
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第１回の振り返り
5

日
常

／

イ
ベ
ン
ト

【屋内】
大きなコミュニティスペース（飲食可能、子どもの遊び場）
図書スペース、勉強、パソコン作業ができるスペース
会議用や講座用の小さい部屋
身体を動かせる広いスペース（ヨガ・ピラティス、フィットネス）、ジム（筋
トレ器具など）
炊事場（軽食やイベント・災害時の炊き出しなど）
防音の良い部屋（演奏会、映画鑑賞、フェス、DJ、カラオケなど）
車椅子など障がいのある方も使いやすい（バリアフリー、エレベーター）
コンビニ、カフェ、色々な自販機
プール、お風呂、サウナ、シャワールーム

【屋外】
大型の軒（軒先販売・出店や、野外作業ができるスペース）
屋外広場（アスファルト/人工芝など）、ドッグラン
遊具、子どもが球技できるようにネットを張る、バスケットゴールなど
駐車場（キッチンカーが使える設備付き）
倉庫、ガレージ、精米機、コインランドリー

防災
太陽光パネル・蓄電池・マンホールトイレ・かまどベンチ・雨水タンクなど
防災資機材・備蓄品用倉庫（トランシーバー、段ボールベッドなど）
ペット対応の避難所

◇使い方を実現するための“どのような機能があればあると良い”
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【主な意見】 

テーマ① 日常やイベント時、災害時に施設を使いこなそう 

第１回、第２回ワークショップを経て出た意見を元に作成したプランニング案を検討のたた

き台として、新しいコミュニティ施設のプランニング案について、日常やイベント時、災害時の

使い勝手を想定して、細かい設計条件について、意見を出し合いました。 

（※次ページ以降に記載） 

 

テーマ② 新しい施設のコンセプト（案）を考えよう 

第１回、第２回ワークショップを踏まえて、新しい施設のコンセプト（案）を事務局で考案しま

した。そのコンセプト案をもとに、意見を出し合いました。 

【意見①】 

つながる、あつまる、 広瀬の拠点□□□□よつば 

【意見②】 

つながる、ひろがる、 みんなのひろば 
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ワークショップを踏まえた施設案① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子ども用便器/ 

おむつ替えシート 

外からアクセスできる

トイレがほしい 
炊事場には 

勝手口がほしい 

スロープが必要 

（バリアフリー） 

対面式キッチン 

（コミュニティスペ

ースとつながる） 

会議用のイス/ 

テーブル収納 

（今と同程度の数） 

可動式の間仕切り

（一つの大きな空間

にもなるように） 

玄関/

下駄箱 

運動スペースは 

コミュニティスペースと

兼用で OK 

各部屋にアクセス

する廊下がほしい 

鍵付きの部屋 

（大事な書類保管）

/ホワイトボード 

■その他、建物に関する意見 

・充電 USB ポート（非常時） ・屋根に太陽光発電（南向き） ・蓄電池/井戸/薪ストーブ 

・フローリング（掃除しやすい） ・全面窓ガラスだと防犯面が心配 ・キーボックス 

・土足 OK（縁側・デッキ等）エリアと土足禁止（室内）エリアを分ける 

・管理面からデッキは木材ではない方が良いのではないか 
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ワークショップを踏まえた施設案② 

  
外からアクセスできる

トイレがほしい 

炊事場には 

勝手口がほしい 

トイレは施設の中心に 

あった方が使いやすい 

一体的に使えるように

(稼働間仕切り) 

可動式の間仕切り

（一つの大きな空間

にもなるように） 

運動スペースは 

コミュニティスペース

と兼用で OK 

エントランスから各部屋

にアクセスする構造 

こども

神輿の

展示 

災害時は

自警団の

拠点 

部屋を地域外

の人へ貸し出し 

エントランスと 

コミュニティスペース

からアクセスできる 

■芝生広場に関する意見 

・手入れのしやすさを第一に考える（天然芝/人工芝/クラピア） 

・遊具/健康器具/ベンチ          ・屋外手洗い場、足洗い場がほしい 

・イベント時や災害時にシャワー使用  ・歩道（ゴム等）※雨天時に芝生の上を歩かなくても良いように 
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アスファルト広場、防災倉庫、駐車場/駐輪場 

  

散水栓があった方が良い 

（ポンプ洗える、濡れても

OK なスペース） 

イベント時や災害時に

使用できる外部電源 

イベント以外でも普段からバスケッ

トボールなどをして遊べる設備が 

あった方が良い（白線を引くなど） 

屋根に太陽光発電/ 

災害時テントや 

トイレに利活用 

白線引いておく 

今ある倉庫を

ひとつにする 

車が横付けしやすい、

入りやすい場所 

取り出しやすい場所 

拡大 

■防災倉庫の中身に関する意見 

・消防ポンプ/草刈り機３台  ・座って乗れる担架  ・農業用倉庫（ドローンなど）  ・だんじり 

・「備蓄食料等」と「ポンプ等」の内外で使う物の収納庫を分ける 

・200V 発電機/投光器/備蓄水/テント資材 
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【当日の様子】 
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【ニューズレター】 

ワークショップの内容をとりまとめ、以下のニューズレターを作成し、各住戸に配布しました。 
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（５）環境対策連絡会からの意見 

環境対策連絡会から、新施設の整備に関する意見が提出されました。意見の主な内容は、以

下の通りです。 

 

新施設の規模・機能について 

 新施設の規模は、第 3 回ワークショップの成果である約 300 ㎡(平屋建)の約２倍の床面

積とし、総 2 階建てで地盤嵩上げ高を０．５ｍとすること。 

 災害時の一時避難場所として当然見込まなければならないが、約 200 人の区民が一時

滞留可能な面積を確保する必要がある。 

 敷地全体を０．５ｍ嵩上げし駐車可能にすること、また、建物の 2 階部分に車両等が横付

けできるようにスロープを設置すること。 

 防災倉庫、自警団消防ポンプ倉庫、ドローン格納倉庫及びだんじり倉庫は敷地内に別棟

(倉庫)を建築する。 

 ヘリポートの機能代替を検討すること。 

 必要とする部屋は、３０～４０人会議室が３部屋(洋室２・和室１)、うち 1 部屋は防音構造１

００人会議室が１部屋(洋室)とし、２階には大きな洋室 1 部屋と自警団詰め所 1 部屋、トイ

レを確保する。 
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（６）新施設の整備を考えるにあたっての視点・考え方 

前段までの内容を踏まえ、新施設の整備を考えるにあたっての視点を以下の通り整理します。 

施設の現状 

これまでの経緯 

 築後約 50 年が経過し、老朽化が進んでいる。耐震診断及び耐震改修

は、未実施。 

 区の各種団体（区役員、婦人会など）の会合や夏祭り等の行事、選挙の

際には投票所として使用されている。 

 洪水ハザードマップの浸水想定区域（浸水想定水深 0.5～3.0ｍ未満

【最大 2.2m】）内に立地。 

 広瀬区より町へ、農業研修センターの敷地を活用し、広瀬区の防災拠点

として避難施設の設置を望む要望書が提出され、町から広瀬区に対し

て、コミュニティ施設を中心とした防災機能を備えた施設を整備する回

答書が提出された。 

関連計画等より 

まちづくりに関して 

 集落地内において、狭あい道路の改善や公園などオープンスペースの

確保等を図り、周辺の自然環境と調和した安全で快適な住環境の形成

を推進。 

施設整備に関して 

 指定緊急避難場所の整備にあたって、耐震性の確保、避難誘導標識等

の整備、鍵の分散管理などに努めることが求められる。 

 町全体で、公共施設の総延床面積を令和 37 年までに 20％縮減する

ことを目標とする。 

 地域のコミュニテイ機能及び防災機能を備えた施設として更新し、地元

へ移譲することを検討。 

ワークショップ

での意見 

使い方について 

 誰でも気軽に立ち寄れる 

 住民同士の交流（サークル活動、教室や体験イベントなど） 

 読書、勉強、パソコン作業（オンライン会議など） 

 運動・トレーニング 

 各団体の会議 

 災害時に避難できる 

空間や機能について 

 大人数で集まれる、身体を動かせる広いスペース 

 図書スペース、勉強、パソコン作業ができる静かなスペース 

 会議用や講座用の小さい部屋 

 炊事場 

 防音の良い部屋 

 誰でも使いやすいデザイン（バリアフリーやユニバーサルデザイン） 

 大型の軒 

 屋外広場 

 駐車場 

 倉庫、防災資機材・備蓄品用倉庫 
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管理運営について 

 利便性と安全を両立できるような鍵の管理 

 利用者にも管理者にも寄り添った施設利用のルール作り 

 アプリを活用した諸室の予約管理 

プランニング、設計について 

＜施設内＞ 

 大きな部屋には可動式の間仕切りを設け、柔軟に使えるようにする 

 会議室や書類を管理するために、施錠できる部屋が必要 

 各諸室にアクセスする空間（エントランス・廊下など）を設ける 

 トイレは施設の中心にあった方が使いやすい。また、外からもアクセス

できるような配置 

 炊事場には勝手口があった方が使いやすい 

 掃除や管理しやすさを考える（フローリング、人工芝など） 

＜屋外空間＞ 

 屋外に手洗いなどができる水場がほしい 

 ボール遊びができる設備を設ける（コートの白線など） 

 イベント時や災害時に使用できる外部電源 

 散水栓 

 倉庫はまとめて配置する 

 駐車場は、白線を引いておく 

 駐輪場の屋根などに太陽光発電を設置 

環境対策連絡会 

からの意見 

 総 2 階建 

 地盤嵩上げ高を０．５ｍ 

 建物の 2 階部分に車両等が横付けできるようにスロープを設置 

 約 200 人の区民が一時滞留可能な面積を確保する 

 必要とする部屋は、３０～４０人会議室が３部屋(洋室２・和室１)、うち 1

部屋は防音構造１００人会議室が１部屋(洋室)とし、２階には大きな洋

室 1 部屋と自警団詰め所 1 部屋、トイレを確保する 

 敷地内に別棟の倉庫を設ける（防災倉庫、自警団消防ポンプ倉庫、ドロ

ーン格納倉庫及びだんじり倉庫） 

 ヘリポートの代替機能を検討する 
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新施設の整備を考えるにあたっての視点を踏まえ、新たな施設の方向性や整備にあたって

の考え方を以下の通り整理しました。 

施設の方向性 

 老朽化した既存施設を取壊し、広瀬区のコミュニテイ機能及び防災機能

を備えた施設（集会所）として、新たな施設の整備が求められる。 

 これまでの区の活動（会合や祭り・イベント等）が継続して取り組めると

ともに、さらなる利用向上が期待できる施設とすることが必要。 

 駐車場や隣接する公園を含む屋外空間を含めた敷地全体を、有効に活

用できるような整備が必要。 

 対象敷地は、洪水ハザードマップの浸水想定区域内に立地することか

ら、安全性に配慮し、災害に見舞われた場合でも有用な防災機能を備

えた施設が求められる。 

機能 

 既存の機能を確保しつつ、利用者のニーズをふまえて新たな機能を拡

充することが必要。 

 住民同士のふれあいや、地域内外の交流をはじめ多様なイベントを実

施できる機能が必要。 

設備 

 バリアフリーやユニバーサルデザインなど、多様な人が利用しやすいデ

ザインを積極的に取り入れることが必要。 

 鍵の管理や部屋の利用予約について、安全や利便性を両立できる管理

運営の手法を検討する必要がある。 

立地・敷地 

 洪水ハザードマップの浸水想定区域（浸水想定水深 0.5～3.0ｍ未満

【最大 2.2m】）内に立地しており、災害時には避難場所等として利用が

想定されるため、嵩上げ等の対策を講じる必要がある。 
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２．基本構想 

新たな施設の方向性や整備にあたっての考え方を踏まえ、施設の基本コンセプト、施設整備

の基本方針を以下の通り整理しました。 

 

（１）基本コンセプト 

「つながる、あつまる、よつばのひろば」 

地域住民が気軽に利用できる場として、幅広い世代の交流が生まれ、多様な

使い方ができる自由な空間や地域の防災拠点として用途の範囲を広げ、バリア

フリーや管理しやすさに配慮し、誰もが安心して利用できる施設とする 

 

（２）基本方針 

新たな施設を整備するにあたって、基本コンセプトである「つながる、あつまる、よつば

のひろば」を実現するため、次の基本方針に基づき、設計を進めます。 

 

① 気軽に立ち寄って、多世代が交流できる施設 

子どもの遊び場、勉強や仕事・パソコン作業、運動や音楽などの活動を含め、地域住民が気

軽に利用できる場所となり、自然と住民同士の交流が生まれる施設とする。 

また、施設内外の様子や賑わいが感じられる施設とする。 

 

② 多様な使い方ができる自由度の高い空間 

個人での利用～友人やグループでの利用や地域のイベントなど、多様な利用目的に対して

空間を自由に仕切って使うことができる、自由度の高い空間を提供する。 

また、屋外空間を含めた敷地全体を一体的に活用できる施設配置とする。 

 

③ バリアフリーやユニバーサルデザインに配慮した空間 

障害者や高齢者などを含む全ての利用者にとって快適で安全な空間となり、誰もが使いや

すい空間を提供する。 

 

④ 管理しやすい施設・空間 

鍵や部屋の利用予約、掃除を含めた施設全体の管理を工夫・効率化し、管理しやすい施設・

空間とする。 

 

⑤ もしもの時の地域の防災拠点 

近年多発する自然災害などもしもの時に避難できる地域の防災拠点となり、広瀬区の安全

安心な暮らしにつながる施設とする。 
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（３）ゾーニングの検討 

基本方針を踏まえ、新たな施設に導入する機能及び配置（ゾーニング）や想定される使い方

を以下の通り整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ソーニングのイメージ＞ 

 

 エントランスから入った利用者が、フリースペース（廊下と兼用）を通って、各諸室のアプロ

ーチしやすい動線を確保する。 

 大きなコミュニティスペースは、可動式のパーテーション等で空間を自由に仕切ることが

でき、利用目的に応じたフレキシブルな空間としながら、大きな軒下や屋外空間と一体的

な利用ができる空間とする。 

 事務室・管理室等は、諸室としては設けないが、地域団体の書類の管理（施錠可能な）や事

務作業ができる機能を確保する。 

 災害時に、避難場所となる場合の活用を想定した配置とする。 

例：仮設トイレの設置 

自衛隊派遣の受入れ（物資、入浴など）が可能な空間を確保 など 

 屋内空間だけでなく、広場や大きな軒下など屋外空間を含めた敷地全体を、一体的に活

用できる配置とする。 

  

駐車場 

・駐輪場 

広場 

大きな軒下 

（テラス） 

大きな 

コミュニティスペース 

会議室 

図書/学習/ 

室内作業 

スペース 

炊事場 

エントランス 

・ 

フリースペース 

屋外 屋内 

（にぎやか） （静か） 
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３．基本計画 

（１）導入機能 

新施設は、2 階建として整備することとします。 

基本方針を具現化するため、導入する機能や諸室について、以下の通り整理しました。 

 

大きなコミュニティスペース 

○会議やイベントなどで利用できる広々とした空間を確保し、利用目的や人数に応じて柔軟

にレイアウトを変更できる移動可能な間仕切りを採用することで、様々な用途に対応でき

る空間とする。 

○また、イベントなど室内外の一体的な利用を想定し、屋外へのアクセスに配慮する。 

○地域コミュニティの場として会議やセミナー、イベントの開催、さらにはダンスやトレーニン

グなどの運動といった多様な用途に対応できるように、机や椅子の収納スペース、放送機

器や鏡・防音機能を確保する。 

○災害時は、避難してきた住民を受け入れることを想定した機能を配置する。 

 

会議室 

○会議や打合せに適した静かで集中できる空間を確保する。地域住民が交流を深める場と

しても活用でき、サークル活動や趣味活動にも対応できる環境とする。 

○室内には椅子や机のほか、投影設備や防音機能、書類や備品を整理・保管するための書

庫・倉庫のスペースを確保する。 

○災害時は、災害情報や避難情報を取りまとめる対策本部や、高齢者や妊婦など要配慮者

のための避難部屋、体調不良者のための隔離部屋等フレキシブルな利用を想定した機能

を配置する。 

 

図書/学習/室内作業スペース 

○読書や自主学習、パソコン作業など個人の活動に利用できるスペースを確保する。 

○Wi-Fi 環境を整え、仕事やオンライン学習などデジタルを活用した活動も行えるようにす

る。また、電子機器を使用・充電するための USB ポート等の機能を配置する。 

○机と椅子を配置し、それらを収納するスペースを確保する。 

○災害時は、災害情報や避難情報を取りまとめる対策本部や、高齢者や妊婦など要配慮者

のための避難部屋、体調不良者のための隔離部屋等フレキシブルな利用を想定した機能

を配置する。 

 

エントランス・フリースペース 

○エントランス及び隣接するフリースペース（廊下と兼用）は、住民が気軽に立ち寄り、自由

に利用できる開放的な空間とする。住民同士のおしゃべりやちょっとした休憩の場など、

住民一人ひとりの時間を充実させる場として確保する。 
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○フリースペースには、椅子と机を配置する。 

○災害時は、災害情報等の掲示を行うほか、避難生活が長期化した際の交流スペースとして

利用を想定した配置とする。 

 

炊事場 

○住民同士の交流を深めるため、サークル活動や地域イベントの利用できる空間とする。 

○日常の活動だけでなく、災害時の炊き出し等での利用も想定した配置とする。 

 

大きな軒下 

広場 

○大きな軒下と広場は、地域住民が気軽に集まり、日常的に利用できるオープンスペースと

して確保する。天候に左右されずに利用できる軒下空間を確保し、子どもの遊び場として

だけでなく、地域行事やお祭り等さまざまなイベントを開催できる多目的な空間とする。 

○さらに、災害時の拠点として、自衛隊派遣を受け入れる広場として等、緊急時には地域を

支える重要なインフラとして機能を確保する。また、防災倉庫や仮設トイレを備え、もしも

の時も安心して利用できる環境を整備する。 

 

駐車場・駐輪場 

○駐車場は、身障者用を含む駐車スペースを確保する。身障者用駐車場は、施設のエントラ

ンスに近い位置に設ける。 

○車両と歩行者が交錯しないように安全な動線を確保する。 

○災害時は、支援物資等が受入れ可能なスペースを確保し、広場との一体的な利用により自

衛隊等による円滑な避難所活動を行える配置とする。また、駐輪場の屋根に太陽光発電

パネルを設置する等非常電源を確保できる機能を配置する。 

 

施設全体 

○洪水ハザードマップ計画規模（５0 年に 1 度規模）を考慮し、施設を建設する土地部分は約

0.5m 以上の盛土（嵩上げ）を行う。 
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（２）事業方法の検討 

これまで、地方公共団体が行う公共工事の事業方式は、従来方式による設計・施工分離発注

方式が一般的ですが、近年は、民間のノウハウや資金を活用した官民連携手法の多様化が進

み、地方公共団体が公共事業に抱える課題又は需要に応じた手法が採用されるケースが多く

なっています。 

新施設の整備に係る事業方式として、「従来方式（設計及び工事を別々に発注する方式）」、

「DB（DesignBuild）方式」、「PFI（PrivateFinanceInitiative）方式」の３つを比較検討し

ました。 

表 事業方式の比較検討 

 従来方式 DB 方式 PFI 方式 

概
要 

設計・施工を個別に発注
する方式 

設計・施工を一括で発注
する方式 

設計・施工・運営を一括で
発注し、民間の資金及びノ
ウハウを活用する方式 

□
□
□
□ 

●仕様を確定してから発
注するため、精度の高
い工事費の算出が可能
となり、また、契約変更
の条件が明確となる。 

●設計者の意図的な過剰
設計によるコスト増加を
防止することができる。 

●設計と施工を一元化す
ることにより、施工者の
ノウハウを反映した合
理的な設計が可能とな
る。 

●設計時より施工を見据
えた品質管理が可能で
ある。 

●民間事業者に運営を任
せた場合、民間のノウハ
ウを活用した公共サー
ビスが提供される。 

●施工・運営までを見据え
た合理的な設計ができ
る。 

□
□
□
□
□ 

●施工者のノウハウなど
を加味した設計はでき
ない。 

●施工中に設計に遡った
対応が難しくなる。 

●受注者の選定前に、明
確な条件を設定する必
要がある。プロジェクト
後期に設計要求条件の
変更は困難である。 

●設計前の契約であるた
め、契約変更の条件が
不明確な部分が生じる
可能性がある。 

●従来方式と比べて、施
工者側に偏った設計と
なりやすい。 

●幅広い業務を民間に任
せるため、行政が適切
に管理・指導を行わな
ければ、公共サービス
の品質の低下を招く可
能性がある。 

●市の起債と比較して民
間が調達する資金の利
息が高くなる場合があ
り、総事業費が高くなる
可能性がある。 

●事業者を選定する際、
価格のみでなく当該企
業が持つノウハウ等を
評価するため、事前手
続きに要するコスト等
が増える。 

 

当施設は、令和９年度供用開始を予定しており、一括発注に向けた明確な条件を設定する時

間的余裕がないこと、一括発注するスケールメリットが小さいこと、運用段階において民間に

よるサービスの提供予定はないことから、本事業では「従来方式」を採用することとします。 
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（４）次年度以降の検討事項 

今後も引き続き検討していく事項について、以下の通り整理しました。 

 

＜設計について＞ 

○設計段階においても、施設の規模や配置、防災面などについて、ワークショップ参加メン

バーや環境対策連絡会をはじめとした地域住民との議論を深め、住民が使いたいと思う

施設の整備に向けた協議が必要である。 

 

＜管理・運営について＞ 

○供用開始後、施設の管理・運営は広瀬区へ移管を検討していることから、その方法等（団

体の立上げなど）について、地域住民との協議が必要である。 
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参考資料 

開発許可制度運用指針 

Ⅰ－６ 法第３４条関係（第１４号以外） 

Ⅰ－６－２ 第１号関係 

（１）本号は、その趣旨から、当該開発区域の周辺の市街化調整区域に居住する者を主たる

サービス対象とすると認められるものに限定すべきものと解されるので、著しく規模の

大きい店舗等は、この点からチェックすることが望ましい。 

（２）本号に該当する公共公益施設としては、いわゆる生活関連施設である公共公益施設が

想定され、例えば、主として開発区域の周辺居住者が利用する保育所、学校（大学、専修

学校及び各種学校を除く。）や、主として周辺の居住者が利用する診療所、助産所、通所

系施設である社会福祉施設等が考えられる。入所系施設である社会福祉施設について

は、主として当該開発区域の周辺の地域に居住する者、その家族及び親族が入所するた

めの施設である建築物等が考えられる。 

（３）本号に該当する店舗等として、日常生活に必要な物品の小売業又は修理業、理容業、美

容業等が考えられるが、当該地域の市街化の状況に応じて、住民の利便の用に供するも

のとして同種の状況にある地域においては通常存在すると認められる建築物の用に供

する開発行為は、許可の対象として取り扱って差し支えないものと考えられる。したがっ

て、はり、きゅう、あん摩等の施設である建築物、ガソリンスタンド、自動車用液化石油ガ

ススタンド及び水素スタンド（主としてその周辺の市街化調整区域内に居住する者の需

要に応ずるとは認められないもの、例えば、高速自動車国道又は有料道路に接して設置

されるガソリンスタンド、自動車用液化石油ガススタンド及び水素スタンド等を除く。）、

自動車修理工場、農林漁業団体事務所、農機具修理施設、農林漁家生活改善施設等は、

本号に該当するものとして取り扱うことが可能であると考えられる。 

（４）本号に該当するもののうち令第２２条第６号に該当するものは、許可が不要であるので

留意すること。 

（５）本号の運用に当たり、市街化区域からの距離要件、同業種間の距離要件、業種ごとの支

持世帯数、集落の隣近接要件、建築物に係る敷地規模、建築物の規模制限等を設けてい

る例があるが、本号は、当該開発区域の周辺の市街化調整区域に居住している者を主た

るサービス対象とすると認められるものに許可を与える趣旨であり、これら基準を一律

に適用した場合、合理性を欠くことになるおそれがあるので、その運用が硬直的になら

ないよう留意するとともに、特に市街化区域からの距離を一律に定め運用している例、

同業種間の距離を一律に定め運用している例については、法の趣旨に照らして行き過ぎ

た運用とならないよう基準自体の見直しを検討することが望ましい。 

 

Ⅰ－６－７ 第８号の２関係 

（１）本号は、災害リスクの高い区域にある建築物又は第一種特定工作物のより安全な区域

への移転を促進する観点から、市街化調整区域のうち開発不適区域内に存する建築物
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又は第一種特定工作物（以下「従前建築物等」という。）が従前と同一の用途で市街化調

整区域内の開発不適区域外に移転する場合について、従前建築物等に代わるべき移転

後の建築物又は第一種特定工作物（以下「代替建築物等」という。）に係る開発行為を許

可し得ることとしたものである。 

（２）代替建築物等は、市街化調整区域内の市街化を促進するものとならないよう、従前建

築物等の用途と同一の用途に供されることとなるものであることに加え、次の①から③

までのいずれにも適合するものであることを確認する必要があると考えられる。そのた

め、これらの事項への適合性の審査に当たっては、申請者に対して別記様式第１の移転

計画書の提出を求めるとともに、必要に応じて、従前建築物等又は代替建築物等につい

て追加資料の提出を求める等により、適合性を十分に確認することが望ましい。 

① 代替建築物等が従前建築物等とほぼ同一の規模又はこれより小さい規模であるこ

と。 

② 代替建築物等が従前建築物等とほぼ同一の構造であること。 

③ 代替建築物等に係る開発行為が従前建築物等と同一の都市計画区域内の市街化調

整区域において行われるものであること。 

（３）本号は、従前建築物等をより安全な区域に移転させるための開発行為を特例的に許可

する趣旨であるため、代替建築物等の建築等が行われた後に継続して従前建築物等を

使用することは認められず、従前建築物等は確実に除却される必要がある。このため、

許可に当たっては、法第７９条により、代替建築物等の建築等に伴い従前建築物等を除

却することを条件として付すべきである。なお、当該条件に違反して、代替建築物等の建

築等が行われた後においても従前建築物等を合理的な理由なく除却しない申請者につ

いては、法第８１条第１項第３号に該当する者として監督処分の対象となり得る。 

（４）本号の趣旨に鑑み、本号による許可に伴い除却することとされた従前建築物等につい

ては、当該従前建築物等が除却されるまでの間に、当該許可に係る許可申請とは別途、

本号、Ⅰ－７－１（２）等の建築物又は第一種特定工作物に係る許可申請において再び従

前建築物等として取り扱われることがないよう留意する必要がある。このため、従前建

築物等が存する土地の区域を管轄する開発許可権者は、本号による移転の対象となっ

た従前建築物等を記録しておくことが望ましい。 なお、従前建築物等が複数の地方公共

団体にまたがる都市計画区域内において地方公共団体の境界をまたいで移転し、代替

建築物等に係る開発行為が行われる土地の区域を管轄する開発許可権者と従前建築物

等が存する土地の区域を管轄する開発許可権者が異なる場合は、代替建築物等に係る

開発行為が行われる土地の区域を管轄する開発許可権者から従前建築物等が存する土

地の区域を管轄する開発許可権者に対し、本号による許可をする旨をあらかじめ通知す

る等、両者で連携して適切な運用を図ることが望ましい。 

（５）申請者と従前建築物等の所有権を有する者が異なる場合、従前建築物等の所有権を有

する者の意思に反して当該従前建築物等の移転及び除却が行われることがないよう、申

請者に対して当該従前建築物等の所有権を有する者の移転に関する同意書の提出を求

めること等により、申請者と従前建築物等の所有権を有する者との間で適切に調整が図
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られていることを確認すべきである。 

 

Ⅰ－６－１１ 第１２号関係 

（１）開発審査会の審査基準のうち定型的なものは原則条例化することが可能であり、実務

の積み重ねがあるものは条例化の対象となるものと考えられる。 条例の内容は、区域、

目的、予定建築物等の用途の組合せで定められるが、開発審査会の基準に技術基準等

に関する特別な条件を設けている場合は、これらの条件についても条例等により明示す

ることが望ましい。 条例の制定は、開発許可基準の明確化と開発許可手続の迅速化、簡

素化に資するものであることから、開発審査会で包括承認等の取扱いを行っている開発

行為については積極的に条例の対象とすることが望ましい。 

（２）審査基準として定められているものの他にも定型的なものであれば開発審査会の承諾

を受けて条例化することも可能である。したがって、市街化調整区域における本号の適

用については、既存集落の計画的な整備等について都市計画区域マスタープラン等の

内容を踏まえて条例の制定を行う等地域の実情に沿った運用が可能であるが、条例制

定に当たっては、対象とされる開発行為が「開発区域の周辺における市街化を促進する

おそれがないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適

当」なものであることが定型的に認められるものである必要があり、開発審査会の承諾

の他、区域内に存する市町村の意向に十分配慮することが望ましい。居住調整地域に関

する都市計画を定めたときは、居住調整地域に関して本号に基づく条例を定める必要が

あるかについては、適切に判断することが望ましい。本号に基づく条例を定める場合、立

地適正化計画の内容を踏まえて地域の実情に沿った運用を行うことが可能となるが、条

例制定に当たっては、対象とされる特定開発行為が「開発区域の周辺における住宅地化

を促進するおそれがないと認められ、かつ、居住調整地域外において行うことが困難又

は著しく不適当」なものであることが定型的に認められるものである必要がある。  な

お、居住調整地域に係る条例は、必ずしも市街化調整区域に係る条例と同等の内容であ

る必要はないと考えられるが、居住調整地域に関する都市計画の決定を契機として市街

化調整区域に係る条例を見直すこととするか、市街化調整区域に係る条例と居住調整

地域に係る条例とで差異が生じることを許容するかについても、市町村が適切に判断す

るべきである。 

（３）条例で区域を指定する場合には、Ⅰ－６－１０（３）から（５）までと同様の措置を講ずる

ことが望ましい。また、商工行政との整合性の確保の観点から、関係部局と十分連絡調

整を行うとともに、商工関係者等住民からも幅広く意見を求めることが望ましい。 

 

開発許可に関する条例・審査基準等 【奈良県資料】 

＜市街化調整区域関係＞開発許可制度等に関する審査基準集（立地基準編） 

法第３４条第１号に規定する当該開発区域の周辺の地域において居住している者の日常生

活のため必要な物品の販売、加工、修理等の業務を営む店舗、事業場その他これらに類
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する建築物（以下「店舗等」という。）、学校、社会福祉施設又は医療施設は、次の１、２、

３、４、５、６又は７の各々の要件に該当するものであることとする。 

１ 店舗等の業種は、別表各号のいずれかに該当するものであること。 

２ 店舗等の立地については、周辺の土地利用計画等（農用地等他法令等）に支障とならな

いものであり、かつ、次の各号に該当するものであること。 

(１) 別表第１号から第２２号まで又は第２７号にあっては、次に掲げる内容のすべてに該

当するものであること。ア 申請地から半径５００メートル以内の区域（以下「対象区

域」という。）の市街化調整区域に、次に掲げる住戸が存すること。ただし、申請地と

対象区域内に存する住戸が河川、山林又は鉄道等により分断され、対象区域を直接

通行することができない場合（以下「地形地物により分断されている場合」という。）

は、対象区域に当該住戸が存しないものとして取り扱う。 

(ア) 別表第１号又は第２号に該当する業種にあっては、おおむね５０以上の住戸 

(イ) 別表第３号から第２２号に該当する業種にあっては、おおむね２００以上の住戸 

(ウ) 別表第２７号に該当する業種にあっては、当該店舗等を必要とすると認められ

る住戸イ 申請地は、市街化区域から５００メートル以上離れていること。ただし、

申請地と市街化区域が地形地物により分断されている場合又は対象区域内に存

する住戸のうち、その過半の住戸が市街化調整区域に存する場合は、この限りで

ない。 

(２) 別表第２３号から第２６号までに該当する業種にあっては、当該店舗等が管轄する

区域（以下「管轄区域」という。）の市街化調整区域に、当該店舗等を必要とすると認

められる住戸が存すること。 

３ 店舗等の規模は、次の各号に該当するものであること。 

(１) 別表第１号から第２２号まで又は第２７号に該当する業種にあっては、次に掲げる内

容に該当するものであること。 

ア 敷地面積は、原則として５００平方メートル以下であること。 

イ 延べ面積は、原則として２００平方メートル以下であること。 

ウ 階数は、２以下であること。 

(２) 別表第２３号から第２６号までに該当する業種にあっては、当該管轄区域の住戸数

及び当該店舗等の機能等に照らして規模、設計、配置及び内容等が適切であること。 

４ 店舗等の形態等は、次の各号に該当するものであること。 

(１) 自己の業務用であること。また、当該業務を行い得ることが証されるものであるこ

と。 

(２) 店舗等は、当該業務を行う部分（売場等）及び維持、管理上必要と認められる部分

（事務室、休憩室、倉庫及び便所等）で構成されたものであること。 

＜留意事項＞ 

ア 複合的な業種の店舗等の場合の要件１に規定する業種の判定にあたっては、主たる部分

で行うが、主たる部分以外についても別表各号に該当すること。 

イ 要件３及び要件４の規定は、店舗等が既存住宅等（法で立地が認められるもの）に併設さ
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れる場合には、当該店舗等の部分に対して適用する。 
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